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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　素材を幅圧延する幅圧延部と、
　前記幅圧延部の後方に配置され、幅圧延された前記素材を移送する複数の移送ローラ部
と、
　前記移送ローラ部の間に配置され、前記移送ローラ部上を移動する前記素材と接触して
前記素材の形状を測定する測定ユニットとを含み、
　前記測定ユニットは、
　前記素材と接触する接触部と、
　前記接触部を昇降させる昇降部と、
　前記昇降部に加えられる圧力を測定する圧力センサ部とを含み、
　前記接触部は、
　前記昇降部によって昇降させられる本体部と、
　前記本体部の端部に具備され、前記素材と接触する回転部とを含み、
　前記測定ユニットは、前記本体部の昇降をガイドするように、前記本体部の周りに配置
されるガイド部をさらに含み、
　前記ガイド部の上端には端顎部が形成され、
　前記本体部の側部には前記端顎部に係止される係止顎が形成されることを特徴とする素
材形状測定装置。
【請求項２】
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　前記回転部は、ローラであることを特徴とする請求項１に記載の素材形状測定装置。
【請求項３】
　前記測定ユニットは、前記素材の移送方向に直交する方向に複数個が一列に配列される
ことを特徴とする請求項１に記載の素材形状測定装置。
【請求項４】
　前記測定ユニットは、
　前記素材の中央部で前記素材と接触する中央測定部と、
　前記中央測定部から一側に離隔して配置され、前記中央測定部との隔離距離が調節され
、前記素材の一側部で前記素材と接触する第１サイド測定部と、
　前記第１サイド測定部の反対側に配置され、前記中央測定部との隔離距離が調節され、
前記素材の他側部で前記素材と接触する第２サイド測定部とを含むことを特徴とする請求
項３に記載の素材形状測定装置。
【請求項５】
　前記素材の移送方向に直交する方向に配置されるガイドレールをさらに含み、
　前記第１サイド測定部および前記第２サイド測定部は、前記中央測定部との隔離距離が
調節されるように、前記ガイドレールに沿ってスライド移動可能であることを特徴とする
請求項４に記載の素材形状測定装置。
【請求項６】
　前記第１サイド測定部および前記第２サイド測定部は、下端部に前記ガイドレールとの
摩擦力を低減させるガイドローラが設けられることを特徴とする請求項５に記載の素材形
状測定装置。
【請求項７】
　素材を幅圧延する幅圧延部と、
　前記幅圧延部の後方に配置され、幅圧延された前記素材を移送する複数の移送ローラ部
と、
　前記移送ローラ部の間に配置され、前記移送ローラ部上を移動する前記素材と接触して
前記素材の形状を測定する測定ユニットとを含み、
　前記測定ユニットは、前記素材の移送方向に直交する方向に複数個が一列に配列され、
　前記測定ユニットは、
　前記素材の中央部で前記素材と接触する中央測定部と、
　前記中央測定部から一側に離隔して配置され、前記中央測定部との隔離距離が調節され
、前記素材の一側部で前記素材と接触する第１サイド測定部と、
　前記第１サイド測定部の反対側に配置され、前記中央測定部との隔離距離が調節され、
前記素材の他側部で前記素材と接触する第２サイド測定部とを含み、
　前記素材の移送方向に直交する方向に配置されるガイドレールをさらに含み、
　前記第１サイド測定部および前記第２サイド測定部は、前記中央測定部との隔離距離が
調節されるように、前記ガイドレールに沿ってスライド移動可能であることを特徴とする
素材形状測定装置。
【請求項８】
　前記第１サイド測定部および前記第２サイド測定部は、下端部に前記ガイドレールとの
摩擦力を低減させるガイドローラが設けられることを特徴とする請求項７に記載の素材形
状測定装置。
【請求項９】
　前記測定ユニットは、
　前記素材と接触する接触部と、
　前記接触部を昇降させる昇降部と、
　前記昇降部に加えられる圧力を測定する圧力センサ部とを含むことを特徴とする請求項
７に記載の素材形状測定装置。
【請求項１０】
　前記接触部は、
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　前記昇降部によって昇降させられる本体部と、
　前記本体部の端部に具備され、前記素材と接触する回転部とを含むことを特徴とする請
求項９に記載の素材形状測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、素材形状測定装置に関するものであって、より詳細には、素材と接触して素
材の形状を正確に測定することができる素材形状測定装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般的な鉄鋼製造は、溶銑を生産する製銑工程、溶銑から不純物を除去する製鋼工程、
液体状態の鉄が固体になる連鋳工程、鉄を鋼板や線材として作る圧延工程からなる。
【０００３】
　圧延工程は、連鋳工程で生産されたスラブ、ブルームなどの中間素材を、回転する複数
のローラの間に通過させ、連続的な力を加えて伸ばしたり薄くする過程をいい、大別して
熱間圧延と冷間圧延に分けられる。
【０００４】
　前記技術構成は、本発明の理解のための背景技術であり、本発明の属する技術分野にお
いて広く知られた従来技術を意味するものではない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、素材と接触して素材の形状を正確に測定することができる素材形状測定装置
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明にかかる素材形状測定装置は、素材を幅圧延する幅圧延部と、前記幅圧延部の後
方に配置され、幅圧延された前記素材を移送する複数の移送ローラ部と、前記移送ローラ
部の間に配置され、前記移送ローラ部上を移動する前記素材と接触して前記素材の形状を
測定する測定ユニットとを含む。
【０００７】
　好ましくは、前記測定ユニットは、前記素材と接触する接触部と、前記接触部を昇降さ
せる昇降部と、前記昇降部に加えられる圧力を測定する圧力センサ部とを含む。
【０００８】
　より好ましくは、前記接触部は、前記昇降部によって昇降させられる本体部と、前記本
体部の端部に具備され、前記素材と接触する回転部とを含む。
【０００９】
　より好ましくは、前記回転部は、ローラである。
【００１０】
　より好ましくは、前記測定ユニットは、前記本体部の昇降をガイドするように、前記本
体部の周りに配置されるガイド部をさらに含む。
【００１１】
　より好ましくは、前記ガイド部の上端には端顎部が形成され、前記本体部の側部には前
記端顎部に係止される係止顎が形成される。
【００１２】
　好ましくは、前記測定ユニットは、前記素材の移送方向に直交する方向に複数個が一列
に配列される。
【００１３】
　より好ましくは、前記測定ユニットは、前記素材の中央部で前記素材と接触する中央測
定部と、前記中央測定部から一側に離隔して配置され、前記中央測定部との隔離距離が調



(4) JP 5789337 B2 2015.10.7

10

20

30

40

50

節され、前記素材の一側部で前記素材と接触する第１サイド測定部と、前記第１サイド測
定部の反対側に配置され、前記中央測定部との隔離距離が調節され、前記素材の他側部で
前記素材と接触する第２サイド測定部とを含む。
【００１４】
　より好ましくは、前記素材の移送方向に直交する方向に配置されるガイドレールをさら
に含み、前記第１サイド測定部および前記第２サイド測定部は、前記中央測定部との隔離
距離が調節されるように、前記ガイドレールに沿ってスライド移動可能である。
【００１５】
　より好ましくは、前記第１サイド測定部および前記第２サイド測定部は、下端部に前記
ガイドレールとの摩擦力を低減させるガイドローラが設けられる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、素材と接触して素材の形状を正確に測定することができる。
【００１７】
　また、本発明によれば、素材と接触して素材の幅を正確に測定することができる。
【００１８】
　さらに、本発明によれば、素材形状の測定精度を向上させることができ、水平圧延およ
び幅圧延工程の幅広がりおよび回復の予測を正確に測定することができ、熱延製品の生産
性および品質の向上を達成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の一実施形態にかかる素材形状測定装置を示す斜視図である。
【図２】本発明の一実施形態にかかる素材形状測定装置を示す側面図である。
【図３】本発明の一実施形態にかかる測定ユニットを示す断面図である。
【図４】本発明の一実施形態にかかる測定ユニットにおいて接触部が上昇する状態を示す
断面図である。
【図５】本発明の一実施形態にかかる素材形状測定装置の作動状態を概略的に示す図であ
る。
【図６】本発明の一実施形態にかかる素材形状測定装置の作動状態を概略的に示す斜視図
である。
【図７】本発明の他の実施形態にかかる素材形状測定装置の作動状態を概略的に示す図で
ある。
【図８】本発明の他の実施形態にかかる測定ユニットを示す断面図である。
【図９】本発明の他の実施形態にかかる素材形状測定装置の作動状態を概略的に示す斜視
図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、添付した図面を参照して、本発明にかかる素材形状測定装置の実施形態を説明す
る。説明の便宜のために、図面に示された線の厚さや構成要素の大きさなどは、説明の明
瞭性と便宜上誇張されて示されていることがある。
【００２１】
　また、後述する用語は、本発明における機能を考慮して定義された用語であり、これは
使用者、運用者の意図または慣例によって異なることがある。そのため、このような用語
に対する定義は、本明細書全般にわたる内容に基づいて行われなければならない。
【００２２】
　図１は、本発明の一実施形態にかかる素材形状測定装置を示す斜視図であり、図２は、
本発明の一実施形態にかかる素材形状測定装置を示す側面図である。図３は、本発明の一
実施形態にかかる測定ユニットを示す断面図であり、図４は、本発明の一実施形態にかか
る測定ユニットにおいて接触部が上昇する状態を示す断面図である。図５は、本発明の一
実施形態にかかる素材形状測定装置の作動状態を概略的に示す図であり、図６は、本発明
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の一実施形態にかかる素材形状測定装置の作動状態を概略的に示す斜視図である。
【００２３】
　図１および図２を参照すれば、本発明の一実施形態にかかる素材形状測定装置は、幅圧
延部１０と、移送ローラ部２０と、測定ユニット１００とを含んで構成される。
【００２４】
　幅圧延部１０は、粗圧延で生産される素材Ｓの幅を制御するために幅圧延を行う。本実
施形態における幅圧延部１０は、サイジングプレス（Ｓｌａｂ　Ｓｉｚｉｎｇ　Ｐｒｅｓ
ｓ）を含んで構成される。
【００２５】
　幅圧延部１０で圧延された素材Ｓは、移送ローラ部２０によって後工程へ移送される。
移送ローラ部２０は、幅圧延部１０の後方に配置される。移送ローラ部２０は、素材Ｓを
後工程へ移送する移送ローラ（符号省略）と、移送ローラの両端部を回転可能に支持する
ローラ支持台（図示せず）とを含んで構成される。
【００２６】
　測定ユニット１００は、移送ローラ部２０の下方に配置される。測定ユニット１００は
、複数個が一列に配列される移送ローラ部２０の間に配置され、移送ローラ部２０上を移
動する素材Ｓの形状を測定する。
【００２７】
　測定ユニット１００は、素材Ｓと接触して素材Ｓの形状を測定する。本実施形態によれ
ば、測定ユニット１００は、素材Ｓの下面と接触して素材Ｓの下面形状を測定する。幅圧
延部１０によって幅圧延された素材Ｓは、中央部（図５のＣ）を基準として上面と下面が
対称形状をなす。したがって、本実施形態のように、素材Ｓの下面形状を測定することに
よって、素材Ｓの上下面の全体形状を把握することができる。
【００２８】
　測定ユニット１００は、素材Ｓの移送方向に直交する方向に複数個が一列に配列される
（図５参照）。したがって、素材Ｓの幅方向に素材Ｓの下面形状を全区間にわたって測定
することができる。説明されていない符号３０は、粗圧延部である。
【００２９】
　図２ないし図４を参照すれば、測定ユニット１００は、接触部１１０と、昇降部１２０
と、圧力センサ部１３０と、ガイド部１４０と、ベース部１５０とを含んで構成される。
【００３０】
　接触部１１０は、素材Ｓと接触する。接触部１１０は、本体部１１１と、回転部１１２
とを含んで構成される。
【００３１】
　本体部１１１は、昇降部１２０によって上昇または下降させられる。回転部１１２は、
本体部１１１の上端部に具備される。昇降部１２０による本体部１１１の上昇または下降
によって、回転部１１２も、同一方向に上昇または下降する。
【００３２】
　回転部１１２は、素材Ｓと接触する部分で、本実施形態において、回転部１１２は、ロ
ーラからなる。したがって、回転部１１２と素材Ｓとの接触時に摩擦力を低減させること
ができる。
【００３３】
　本実施形態では、回転部１１２をローラとして例示したが、これに限定されるものでは
ないので、素材Ｓと回転部１１２との摩擦を低減可能であれば他の構成に代替できるのは
もちろんである。代表例として、回転部１１２は、ボールベアリングから構成できる。
【００３４】
　昇降部１２０は、接触部１１０が素材Ｓと接触するように、接触部１１０を昇降させる
。本実施形態によれば、昇降部１２０は、本体部１１１の内部空間に配置され、本体部１
１１を昇降させる。本実施形態において、昇降部１２０は、油圧シリンダとして例示され
、その作動は制御部（図示せず）によって制御される。
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【００３５】
　ガイド部１４０は、本体部１１１の周りに配置され、本体部１１１の昇降をガイドする
。本体部１１１は、ガイド部１４０の上面に形成されるホール部（符号省略）を貫通して
昇降する。
【００３６】
　ガイド部１４０の内部空間がなす周面は、本体部１１１の外側周面の形状に対応して形
成される。こうして、本体部１１１は、ガイド部１４０によりガイドされることによって
、遊動の発生なく昇降可能である。
【００３７】
　ガイド部１４０の上端には端顎部１４１が形成される。端顎部１４１は、本体部１１１
がガイド部１４０から離脱するのを防止するためのもので、本体部１１１の側部には端顎
部１４１に対応する係止顎１１１ａが形成される。
【００３８】
　圧力センサ部１３０は、昇降部１２０に加えられる圧力を測定し、これを制御部に伝送
する。制御部は、伝送された圧力値に基づいて素材Ｓの下面形状を計算する。本実施形態
によれば、圧力センサ部１３０は、昇降部１２０の下方に配置され、昇降部１２０に加え
られる圧力を測定する。
【００３９】
　ベース部１５０は、ガイド部１４０の下方でガイド部１４０を支持する。圧力センサ部
１３０は、ガイド部１４０およびベース部１５０によってカバーされるため、外部衝撃か
ら保護される。
【００４０】
　以下、図５ないし図６を中心として、本発明の一実施形態にかかる素材形状測定装置の
作動原理を説明する。
【００４１】
　幅圧延された素材Ｓは、移送ローラ部２０によって後工程へ移送される。この時、素材
Ｓの先端部Ａが測定ユニット１００の設置位置に到達すると、移送ローラ部２０は停止す
る。この時、制御部の制御により、素材Ｓの移送方向に直交する方向に一列に配列される
複数の測定ユニット１００は、素材Ｓに向かって上昇する。具体的には、昇降部１２０の
作動によって回転部１１２が上昇する。
【００４２】
　回転部１１２が素材Ｓと接触すると、回転部１１２はそれ以上上昇できなくなることに
よって、昇降部１２０に圧力が加えられる。圧力センサ部１３０は、このように昇降部１
２０に加えられる圧力を測定し、これを制御部に伝送する。制御部は、圧力センサ部１３
０から伝送された測定信号に基づいて素材Ｓの下面形状を計算する。すなわち、制御部は
、圧力値の差に基づいて素材Ｓの下面形状、そして、素材Ｓの全体形状を把握する。
【００４３】
　図５をみると、素材Ｓの下面形状が屈曲して形成されることによって、つまり、素材Ｓ
の中央部Ｃから素材Ｓの下面までの厚さが各地点ごとに異なることによって、各地点に対
向して上昇する回転部１１２の上昇高さも異なる。回転部１１２の上昇高さの差は、昇降
部１２０に加えられる圧力の差で示され、この圧力の差はそのまま圧力センサ部１３０に
よって測定される。
【００４４】
　素材Ｓが存在しない地点に設けられる測定ユニット１００、図５において左右側の最外
郭に設けられる測定ユニット１００は素材Ｓと接触することができない。したがって、測
定ユニット１００が過度に上昇するのを防止するために、測定ユニット１００は、設定さ
れた高さまで上昇した後停止するように制御される。本実施形態において、設定された高
さは、測定ユニット１００が素材Ｓの中央部Ｃに到達する高さである。
【００４５】
　本実施形態によれば、複数個配列された測定ユニット１００において、素材Ｓと接触す
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る測定ユニット１００と、素材Ｓと接触しない測定ユニット１００とを区分するだけで、
素材Ｓの幅を測定することができる。図５をみると、素材Ｓの幅は、素材Ｓと接触する測
定ユニット１００の幅と一致する。
【００４６】
　素材Ｓと測定ユニット１００との接触が完了すると、移送ローラ部２０は再び駆動され
、測定ユニット１００は、素材Ｓの先端部Ａを経て未端部Ｂに到達するまで、素材Ｓと接
触しながら、素材Ｓの厚さによって変化する圧力を測定する。このように測定された圧力
値は再び制御部に伝送されながら、制御部は、素材Ｓの長さ方向への形状も把握すること
ができる。一方、すべての測定ユニット１００で素材Ｓとの接触が解除される場合、制御
部は、昇降部１２０を作動させて接触部１１０を下降させる。
【００４７】
　図７は、本発明の他の実施形態にかかる素材形状測定装置の作動状態を概略的に示す図
であり、図８は、本発明の他の実施形態にかかる測定ユニットを示す断面図であり、図９
は、本発明の他の実施形態にかかる素材形状測定装置の作動状態を概略的に示す斜視図で
ある。
【００４８】
　図７ないし図９を参照すれば、本発明の他の実施形態にかかる素材形状測定装置におい
て、測定ユニット１００は、中央測定部２１０と、第１サイド測定部２２０と、第２サイ
ド測定部２３０とを含む。
【００４９】
　中央測定部２１０は、素材Ｓの中央部に配置され、昇降部１２０の作動によって素材Ｓ
と接触する。
【００５０】
　第１サイド測定部２２０は、中央測定部２１０から一側に離隔して配置される。図７を
基準とすると、第１サイド測定部２２０は、中央測定部２１０の左側に配置される。
【００５１】
　第１サイド測定部２２０は、ガイドレール２４０に沿ってスライド移動しながら、中央
測定部２１０との隔離距離が調節される。第１サイド測定部２２０は、素材Ｓの一側部、
具体的には、素材Ｓの中央部から左側へ偏った区域に配置され、素材Ｓと接触する。
【００５２】
　第２サイド測定部２３０は、第１サイド測定部２２０の反対側に配置される。図７を基
準とすると、第２サイド測定部２３０は、中央測定部２１０の右側に配置される。
【００５３】
　第２サイド測定部２３０は、ガイドレール２４０に沿ってスライド移動しながら、中央
測定部２１０との隔離距離が調節される。第２サイド測定部２３０は、素材Ｓの他側部、
具体的には、素材Ｓの中央部から右側へ偏った区域に配置され、素材Ｓと接触する。
【００５４】
　本発明の他の実施形態にかかる素材形状測定装置は、ガイドレール２４０をさらに含む
。ガイドレール２４０は、素材Ｓの移送方向に直交する方向に配置される。これによって
、第１サイド測定部２２０および第２サイド測定部２３０は、ガイドレール２４０に沿っ
てスライド移動しながら、中央測定部２１０との隔離距離が調節される。
【００５５】
　ガイドレール２４０は、通常のレール形状に形成できる。すなわち、ガイドレール２４
０は、中央にガイド溝２４１が形成され、上部に第１サイド測定部２２０および第２サイ
ド測定部２３０が露出するホール部（符号省略）が形成できる。
【００５６】
　第１サイド測定部２２０のベース部１５０は、ガイド溝２４１に挿入装着される。した
がって、第１サイド測定部２２０がスライド移動する場合、ガイド溝２４１によってベー
ス部１５０の遊動が制限される。これによって、第１サイド測定部２２０は、ガイドレー
ル２４０から離脱しないまま中央測定部２１０との隔離距離が調節される。
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【００５７】
　第１サイド測定部２２０のベース部１５０の下部にはガイドローラ１５１が設けられる
。ガイドローラ１５１は、ガイド溝２４１との間で発生する摩擦力を低減させる。これに
よって、第１サイド測定部２２０は、ガイドレール２４０内でより円滑にスライド移動で
きる。
【００５８】
　同様に、第２サイド測定部２３０のベース部１５０は、ガイド溝２４１に挿入装着され
る。したがって、第２サイド測定部２３０がスライド移動する場合、ガイド溝２４１によ
ってベース部１５０の遊動が制限される。これによって、第２サイド測定部２３０は、ガ
イドレール２４０から離脱しないまま中央測定部２１０との隔離距離が調節される。
【００５９】
　第２サイド測定部２３０のベース部１５０の下部にはガイドローラ１５１が設けられる
。ガイドローラ１５１は、ガイド溝２４１との間で発生する摩擦力を低減させる。これに
よって、第２サイド測定部２３０は、ガイドレール２４０内でより円滑にスライド移動で
きる。
【００６０】
　中央測定部２１０は、ガイドレール２４０内でスライド移動可能に設置できる。この場
合、中央測定部２１０のベース部１５０は、ガイド溝２４１に挿入装着される。これによ
って、中央測定部２１０は、ガイドレール２４０から離脱しないままスライド移動可能で
ある。
【００６１】
　また、中央測定部２１０のベース部１５０の下部にはガイドローラ１５１が設置できる
。ガイドローラ１５１は、ガイド溝２４１との間で発生する摩擦力を低減させる。これに
よって、中央測定部２１０は、ガイドレール２４０内でより円滑にスライド移動できる。
【００６２】
　一方、中央測定部２１０は、ガイドレール２４０上をスライド移動しないように、ガイ
ドレール２４０に固定設置できる。
【００６３】
　第１サイド測定部２２０がガイドレール２４０上でスライド移動可能に設けられるため
、素材Ｓの幅の大きさに合わせて第１サイド測定部２２０と中央測定部２１０との離隔距
離を調節することができる。同様に、第２サイド測定部２３０も、素材Ｓの幅の大きさに
合わせて中央測定部２１０との離隔距離を調節することができる。
【００６４】
　例えば、図７の素材Ｓよりも大きい幅を有する素材の形状を測定しようとする場合、第
１サイド測定部２２０を左側に移動させ、第２サイド測定部２３０を右側に移動させる。
この過程により、第１サイド測定部２２０が当該素材の左側端部に位置するようにし、第
２サイド測定部２３０が当該素材の右側端部に位置するようにする。
【００６５】
　以後、先に説明したように、昇降部１２０によってそれぞれの測定部２１０、２２０、
２３０を上昇させ、素材Ｓとの接触によって発生する圧力を測定して素材Ｓの下面形状を
計算する。そして、これに基づいて素材Ｓの下面形状と全体形状を把握する。
【００６６】
　このように、第１サイド測定部２２０および第２サイド測定部２３０が中央測定部２１
０との隔離距離が調節される場合、３つの測定部によっても素材Ｓの下面形状を正確に測
定することができる。
【００６７】
　これによって、予測されたデータ値でない、実際に測定されたデータ値が数式モデルに
適用されるため、水平圧延および幅圧延工程の幅広がりおよび回復を正確に予測すること
ができる。
【００６８】
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　本発明は、図面に示された実施形態を参照して説明されたが、これは例示的なものに過
ぎず、当該技術の属する分野における通常の知識を有する者であれば、これより多様な変
形および均等な他の実施形態が可能である点を理解することができる。
【００６９】
　したがって、本発明の真の技術的保護範囲は、下記の特許請求の範囲によって定められ
なければならない。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】



(12) JP 5789337 B2 2015.10.7

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  パク、ヨン、グク
            大韓民国キョンギ－ド、アンヤン－シ、マンアン－グ、アンヤン－ドン、４２８－２、ハンソル、
            アパート、ナンバー１０２－１００２
(72)発明者  イム、ガプ、ス
            大韓民国プサン、ヘウンデ－グ、ウ－ドン、デウマリナ、３－チャ、ナンバー３０１－１１０４
(72)発明者  イム、ジョン、ヒョプ
            大韓民国ソウル特別市、ソントン－グ、グムホ－ドン、４－ガ、ブラウン、ストーン、２－チャ、
            アパート、ナンバー２０１－７０３

    審査官  矢澤　周一郎

(56)参考文献  特開２００６－２８１２８６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－０４２９５０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭５１－１０１５５８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－０６６６０２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－０３５８３２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭４９－００８２７１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１３９３１８（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ２１Ｃ　５１／００
              Ｂ２１Ｂ　　１／０２


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

